
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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魚沼市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.2%]
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [238,669円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [91.2]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [13.70人]
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[ 99/113 ]

全国市町村平均

8.00

新潟県市町村平均

9.55

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

17.50

6.37

9.60

13.70

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [21.9%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [835,857円]

類似団体内順位

[ 96/113 ]

全国市町村平均

462,447

新潟県市町村平均

491,439

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,357,763

192,714

513,074

835,857

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

魚沼市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：税収に対し、普通交付税に算入される公債費が多いため、類似団体の中でも下位に位置して
　　　　　　　　いる。市債発行額の制限を行うことにより指数の改善を図る。

経常収支比率：定員の適正化の進捗等により、前年度（104.0）より改善されているが、まだ、かなり高い状況
　　　　　　　　　　となっている。財政健全化を進めることにより指数の改善を図る。

人件費･物件費等の適正度：１８豪雪の影響などにより、類似団体中最下位となっている。今後、財政健全化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　を進めることにより指数の改善を図る。

実質公債費比率：標準財政規模に対し市全体の市債残高が多いため、かなり高い数値を示している。基準で
　　　　　　　　　　　　ある１８％を早期に下回るよう公債費負担適正化計画に沿った市債発行額の制限を行う。

定員管理の適正度：平成16年11月に6町村の合併により新設された市のため、類似団体より高くなっている
　　　　　　　　　　　　　ため、定員適正化により指数の改善を図る。

ラスパイレス指数：合併により市となったが、前年までは町村のため給料の水準が低かったことに加え、合併
　　　　　　　　　　　　後在職者調整を低いほうに合わせたため、かなり低い位置づけとなっている。


